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2はじめに

⚫ ECにとって配送は不可欠。宅配便料金の値上げなど物流事業者に支払う運賃は

上昇している中で、EC事業者は企業努力を重ねて対応している

⚫ EC事業者としても再配達の削減に向けた取組も行っている

⚫ 送料無料表示（「〇〇円以上送料無料」を含む）の別の表現への置き換えは様々

な理由から困難

⚫ 物流の担い手が色々とご苦労されていることは理解するが、送料無料表示が原因

だとする主張には合理的根拠がないと言わざるを得ず、表示を変えても問題解決

につながるイメージが無い

⚫ 送料無料表示の置き換えではなく、関係者が協力して、物流の担い手の気持ちに

寄り添い、解決につながる効果的な別の方策を検討・実施すべき

新経済連盟の主張



他にも、
メーカ― →卸売業者

→販売事業者
といったBtoBにおいても

物流コストは発生
かつ上昇傾向

3ECにおける配送の位置づけ

● 「送料無料」という表示は、通常、販売事業者と消費者間の売買契約において、
販売事業者が消費者に送料という費目を追加的に請求しないことを意味している

● 販売事業者⇔消費者間の送料表示の内容にかかわらず、
荷主である販売事業者から配送キャリアに運賃が支払われている

● ECビジネスは、商品を購入者のもとへ配送してもらわなければ成立しない
⇒配送キャリアとの関係で荷主である販売事業者の立場は決して強くない

配送キャリア

販売事業者
（EC事業者）

配送
下請事業者

消費者

運賃支払

配送の委託
・代金支払

商品の販売（送料無料/送料の表示）

商品購入・代金支払

商品の集荷 商品の配送上昇傾向

配送サービス提供

※送料≠運賃
※運賃は、配送地域、大きさ、

総量（個数）などによって異なる



4参考１：EC事業者が配送キャリアに支払う運賃は上昇している

（出典）経済産業省第1回持続可能な物流の実現に向けた検討会資料2より抜粋
※赤線は引用者（新経済連盟）による。 （出典）ヤマト運輸株式会社ニュースリリース（2023年2月6日）、佐川急便株式会社お知

らせ（2023年1月27日）、日本郵便株式会社プレスリリース（2023年4月25日）より抜粋

● 宅配便料金の値上げが相次ぐなど、EC事業者が配送キャリアに対して支払う費用は上昇
● BtoBの物流コストも上がる中、販売事業者間の競争環境にも対応する企業努力をしている
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● 消費者は、リアル店舗や他のECサイトと比較したうえで購入する環境にある

● ECショップを選ぶ際に「送料」を気にしている＝配送にコストがかかることを知ったうえで、よ
りお得に買い物ができるECショップを選ぼうとしている

（出典）株式会社ネオマーケティングによるインターネットリサーチ結果より抜粋
https://neo-m.jp/investigation/3610/

消費者は購入時の「送料」に敏感
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● EC事業者は、お得に便利にわかりやすく買物をしたいという消費者の要望に応えつつ、リアル店
舗や他のEC事業者との競争の中で、売上・利益を向上させる必要がある

● 「○円以上の購入で送料無料」「送料無料」→購入単価の向上・売上の向上・消費者の満足度の向
上などが見込める

● 宅配便の値上げなどがある中でも、商品価格の見直しやその他のコスト削減等企業努力で送料無料
サービスを維持している。

（出典）楽天グループ株式会社プレスリリース（2021年12月6日）の内容より作成
https://corp.rakuten.co.jp/news/press/2021/1206_01.html

送料無料表示はEC事業者の企業努力の結果

未導入店舗 導入店舗

+18pt 

導入店舗の方が
売上の成長率が高い 

一定金額以上の購入で「送料無料」となる
「共通の送料込みライン」未導入店舗と導入店舗との売上成長率の比較

一定金額以上の購入で「送料無料」となる
「共通の送料込みライン」導入前後の

送料のわかりやすさに関するユーザー満足度の変化

導入前 導入後

+15pt 

導入後に
ユーザー満足度が向上
（送料の分かりやすさ） 
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● 配送サービスの持続可能な環境がECビジネスの発展に不可欠であるため、 EC事業者としても、
行政と連携した周知・啓発・キャンペーンのほか、配達日時指定や置き配等の促進など、再配達削
減に資する取組がこれまでも行われてきている。

再配達の削減に向けた取組

（出典）楽天市場 配送ガイド「再配達をへらそう」より抜粋 （出典）株式会社ファンケル FANCLCLIPより抜粋

✓ 行政とも連携した再配達削減に関する周知・啓発
✓ 置き配サービスの促進

（出典）楽天市場 おまとめアプリより抜粋

✓ アプリのプッシュ通知による発送のお知らせや配送日時指
定の促進

✓ 1回で受け取った場合にポイントがもらえるなどの再配達
削減キャンペーン

✓ 物流事業者と連携した荷物のまとめ配送指定アプリの提供



8送料無料表示を別の表現に置き換えることは困難

⚫ 配送キャリアに支払う運賃実費は、配送地域、大きさ、 総量（個数）などによって異なるの
が基本

⚫ ECでは、消費者からの注文時に配送料の実費を確定できないことが多い（特にまとめ買い時）

⚫ 「送料別」として別途請求している場合でも、運賃実費とは必ずしも一致しておらず、一部は
販売事業者が負担していることも多い
例：「全国一律送料」として配送地域やサイズに関わらず同一額を送料として請求

⚫ 「送料別」だとしても、必ずしも「当社は送料を負担していない」とはいえず、「送料は当社
負担」と「送料無料」は違う意味を持つもの

⚫ 「送料込」表示も、注文手続き時の表示などでは意味が通じにくいことがある
例：「1個1500円」「送料500円」「3980円以上購入で送料を別途請求しない」場合

⇒ 同じものを2個購入しても3個購入しても商品代金は1個1500円で送料は＋500円なのに
3個購入することで突然「送料込」になるのは、表示上意味が通じにくい
3個購入すると1500円×3＋送料0円、つまり送料無料のほうが実際の計算に近い

Ｑ 送料無料表示をやめて、「送料別」と表示した上で実費を請求する？

Ｑ 送料無料表示をやめて、「送料は当社負担」や「送料込み」と表示する？



9解決したい問題は何なのか、本当に「送料無料表示」のせいなのか

● そもそも消費者が物流を軽んじていることを示す根拠がなく、軽んじている原因が「送料無料表
示」にあることを示す根拠も出てきていない

● 消費者の輸送コストへの意識を変えるのであれば、直接的に消費者に輸送コストについて周知啓発
するほうが効果が期待できる

● 物流の担い手への消費者の「態度」を変えるのであれば、直接的に行動変容を促すほうが効果が期
待できる

Ｑ 「送料無料」表示を「送料当社負担」に変えると運賃が上がる？

● 荷主であるEC事業者は、消費者に対して送料無料表示をしようがしまいが、配送キャリアから提
示された運賃を支払っており、その運賃も上昇している

● 運賃や物流コストだけでなく、様々なコストが上昇するなか、EC事業者は販売価格設定や企業努
力で競争しながらビジネスを維持している

● EC事業者から消費者に向けた送料無料表示が原因で物流事業者が適正な運賃・料金を収受できて
いないことを裏付けるような合理的根拠は示されていない

Ｑ 「送料無料」表示を「送料当社負担」に変えると消費者の輸送コストへの意識が変わり、
物流が軽んじられなくなる？



10参考２：消費者は物流の重要性や物流の担い手の大変さを理解している

国土交通省総合政策局物流政策課「物流に対する消費者意識に関するアンケート」（2022年3月）より抜粋

https://www.mlit.go.jp/monitor/R3-kadai01/17.pdf


11提案

⚫ 荷主事業者、特にEC事業者にとって物流事業者は、なくてはならない存在。

荷物が運べなければEC事業が成り立たない

⚫ だからこそ、合理的根拠に基づいた、物流事業者が抱える問題の解決に効果

的な施策が必要であり、関係者が互いの状況を理解した上で、協力して施策

を推進すべき

⚫ 送料無料表示の置き換えではなく、以下のような施策を実施してはどうか

• EC事業者を含め関係事業者や行政による、物流環境に関する消費者への周知啓発コンテ
ンツの表示

• 再配達削減に向けた具体的施策の実施・拡大

• 物流の担い手が重要視されていることや感謝されていることを実感しやすくする施策の
実施

• 物流の担い手に支払われる賃金の適正化のための調査・調査結果に基づく具体的施策の
実施
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